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根室市水産資源増大創造支援補助金交付要綱

令和３年２月２６日訓令第８号

（通則）

第１条 根室市水産資源増大創造支援補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

て、根室市補助金等交付規則（昭和 50 年根室市規則第 31号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（目的）

第２条 この補助金は、根室市内の漁業協同組合（以下「漁業協同組合」という。）等

が行う、将来的な根室市の水産資源の増大及び収益性の確保を図ることを目的とした、

操業・生産体制への転換・実用に向けた、新たな活路を見出すための「試験的な取り

組み」に対して側面的な支援を行うものとする。

（補助対象者）

第３条 補助金の対象となる事業主体は、漁業協同組合、漁業協同組合が連携して組織

する団体及び市長が認める公共的団体（以下「補助事業者」という。）とする。

（補助の対象となる事業）

第４条 補助金の対象となる事業は、第 2条に規定する目的を達成するための事業とす

る。

（補助対象経費）

第５条 補助対象経費は次の各号に掲げるものとする。

（１）用船料等（減価償却費、金利、損害保険料、固定資産税、修繕費、消耗品費、漁

具等償却費、通信運搬費等）

（２）運行経費（人件費、燃料費、餌代、氷代、魚箱代、種苗・放流代、その他資材経

費等）

２ 前項に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める場合はこの限りではない。

３ 補助対象経費のうち、国、道、市又は、他の地方公共団体、公共的団体等から支援

を受けるときは当該金額を補助対象経費から控除する。

（補助率及び補助限度額）

第６条 補助事業に対する補助金の額は、前条に掲げる補助対象経費の 3分の 2以内と

する。但し、最終的な事業実績の欠損の範囲内とし、補助事業者につき、その上限額

は 3,000 万円とする。

（補助対象期間）

第７条 補助金の交付対象期間（以下「補助対象期間」という。）は、申請のあった日

の属する年度内とする。
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２ 補助対象事業を継続して支援する期間は 5カ年度を限度とし、年度毎に事業の実証

及び精算を行うものとする。

（補助金の交付申請）

第８条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、市長が別に定める期日までに

交付申請書（別記第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請しなけ

ればならない。

（１）事業計画書（別記第２号様式）

（２）収支計画書（別記第３号様式）

２ 市長は、前項に定めるもののほか必要と認める書類の提出を求めることができる。

（補助金交付の決定）

第９条 市長は、前条の申請書を受理し、その内容を審査した結果、補助金の交付を適

当と認めたときは、その旨を補助事業者へ通知するものとする。この場合において市

長は、補助金交付の目的を達成するために必要があると認めたときは、必要な条件を

付することができる。

（申請の取下げ）

第 10 条 補助金の交付を申請した補助事業者は、前条の規定による通知を受けた場合

において、当該通知に係る補助金交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服が

あるときは、当該通知を受けた日から 10 日以内に市長に申し出て申請の取り下げを

することができる。

（決定内容の変更）

第 11 条 補助金の交付の通知を受けた補助事業者が、当該補助事業の内容を変更しよ

うとするときは、あらかじめ変更承認申請書（別記第４号様式）を市長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。ただし、次の各号に該当するときは、この限りでは

ない。

（１）補助対象経費の費目間における 20 パーセント未満の変更

（２）当該事業の目的に変更をきたさない場合で、その事業量又は事業費についての 20

パーセント未満の変更

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、やむを得ないと認め

られるものに限り、承認するものとし、その旨を補助事業者へ通知するものとする。

（実績報告書）

第 12 条 補助金の交付を受けた補助事業者は、当該事業が完了したときは、速やかに

実績報告書（別記第５号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。

（１）事業実績書（別記第６号様式）

（２）収支精算書（別記第７号様式）

２ 市長は、前項に掲げるもののほか必要と認める書類の提出を求めることができる。
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（補助金の額の確定）

第 13 条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときはその内容を審査し、当該事

業の成果が事業計画内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助金の

額を確定し、当該補助事業者に対し通知するものとする。

（帳簿及び書類の備付け）

第 14 条 補助事業者は、当該事業に関し、費用の収支のほか、当該事業に関する書類

及び帳簿を備え、これを整理しておかなければならない。

２ 前項の帳簿及び書類は、当該事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して、

５年間保管するものとする。

（補助金交付の決定の取消し及び返還）

第 15 条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

の決定を取消し又は既に交付した補助金（過年度実施分も含む）の全部若しくは一部

の返還を命ずることができる。

（１）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき

（２）補助金を他へ流用したとき

（３）その他不正の行為があったとき

（財産処分の制限）

第 16 条 補助事業者は、本事業により取得し、又は効用の増加した財産を市長の承認

を受けないで、補助金交付の目的に反し使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保

に供してはならない。

（その他）

第 17 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。


